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各種解析手法により液状化現象を評価したうえで、
                                            実現象に即した耐震性能照査を行います。
〔主な業務内容〕

有効応力法による地盤の液状化検討業務

本業務は、長良川河口堰周辺地盤および今切川河口堰周辺地盤を対象に、有効応力解析による

ラメータについて、物理的意味、設定の違いによる解析結果への影響を整理し、パラメータの
設定手順書を作成した。

本業務は、将来予想される内陸部活断層による地震に対して、孟正寺池の堤体の安定性の評価
と耐震対策工法の検討・提案およびその検討に必要な地質調査を行ったものである。

解析およびALIDによる静的有限要素法解析を行い、液状化の影響を考慮した堤体の安定性につ
いて評価した。

おわんモデルを用いた有効応力に基づく動的有限要素法解析

〔液状化解析手法〕

大和川線南島町付近開削トンネル概略設計

本業務は、大和川堤防および堤防付近に布設する開削トン
ネルの概略設計を行ったものである。当該地点は、レベル

液状化時の堤体の安全性および本体工への影響について評
価を行った。

  

本業務は、旧吉野川河口堰および今切川河口堰を対象に、地盤の液状化の影響を考慮した耐震性
能照査を行ったものである。当該地点は液状化の可能性が高いところであり、堰構造物にもその
影響が及ぶ可能性があった。そこで当該施設の耐震性能をより実現象に即した形で評価するため

た検討を行った。
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耐震シリーズ 
「液状化解析編」

東京支社　 TEL　 03-5341-5134　 　 FAX　 03-5385-8530

関西支社　 TEL　 06-6397-0762　 　 FAX 　 06-6397-0080

株式会社エイト 日本技術開発
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